
学校規模適正化計画書改訂版を踏まえた小中一貫教育推進計画(骨子案)

１ 笠岡市の小中一貫教育の基本方針
 笠岡市は、令和2年3月に策定した小中一貫教育推進計画に沿って、次の４つの基本方針に基づいて小中一
貫教育の推進に取り組んでいます。

〇 学びの連続性・系統性
〇 育ちの連続性
〇 教育環境の連続性

【３つの視点】
 中学校区（ブロック）を基本として、それぞれに
目指す子供像・教育目標など小中一貫教育の目標を
設定し、小学校・中学校一体となって推進

【ブロック】

 中学校ブロック内の小学校・中学校の教職員が
共通認識のもと、児童生徒の育成・指導に連
携・協働して、学校教育を推進

【共通認識】

 目標達成に向けて、共通認識の下、学校・保護
者・地域が一体となって学校教育を推進

【学校・保護者・地域】

２ 小中一貫教育のこれまでの経過
 各中学校ブロックで、令和元年度から令和2年度までの2年間を準備期間として、組織体制、取組内容など
を協議・研究し、令和3年度から令和４年度までの2年間の試行を経て、令和5年度から完全実施しています。

令和元年度【準備】

令和2年度【準備】

令和3年度・４年度【試行】

令和５年度【本格実施】

・小中一貫教育推進計画の策定
・研究指定校「小中一貫教育」のまとめ
・中学校ブロック一貫教育推進構想の検討
・保護者・地域関係への説明会
・教職員研修の開催

・中学校ブロック一貫教育推進構想の策定
・中学校ブロック推進体制の構築
・中学校ブロック年間計画の策定
・取組内容の検討・試行
・教職員研修の開催
・小中一貫教育カリキュラム編成委員会の設置

・中学校ブロック一貫教育の試行
・推進体制の検証・見直し
・年間計画の検証・見直し
・取組内容の検証

・中学校ブロック一貫教育の本格実施
・中学校ブロック一貫教育推進構想の確認
・年間計画の検証・見直し
・取組内容の検証

 令和２年３月策定の「笠岡市小中一貫教育推進計画」では、令和10年度に施設一体型小中一貫教育校
を設置することとしていました。
 しかし、児童生徒数の減少により、「笠岡市立小・中学校の学校規模適正化計画書」を見直すこととな
り、令和７年４月に改訂版を策定いたしました。
 今後はこの改訂版の方針に沿って学校規模の適正化を図り、また、これまで取り組んできた小中一貫
教育の成果や課題を踏まえて、新たな構想の下で小中一貫教育を推進していきます。

笠岡市の小中一貫教育は、施設分離型で推進しています



３ 小中一貫教育の成果

中学校の長期欠席・不登校者数が大幅に減少！！

    令和４年度           令和５年度           令和６年度
 小中一貫教育が本格実施となった令和５年度から、中学校の長期欠席・不登校者数は大幅に減少しています。こ
れは、小中間の円滑な接続が効果を発揮した結果と捉えることができます。
 小学校６年生へのアンケートからも、中学校生活への期待感や教科担任制への肯定的意見が多く、小中間のス
ムーズな移行に寄与していることがわかります。

※左記グラフは各年度の 
 ４月から３月にかけて
 の長期欠席・不登校者
 等の推移です。
 
 各月３本のグラフは左
 から中１、中２、中３
 の人数を表しています。
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小１から中３までスムーズにつながる学び

小中連携した体験が不安軽減につながっている

中学生に中学校の生活につ
いて説明してもらったこと
は、中学校生活への不安軽
減につながった。

中学校の先生に中学校の生
活について説明してもらっ
たことは、中学校生活への
不安軽減につながった。

54.8%
38.4%

4.1%
2.7%

そう思う

どちらかといえば

そう思う
どちらかといえば

そう思わない
そう思わない

58.4%33.3%

5.0%
3.3% そう思う

どちらかといえばそ

う思う
どちらかといえばそ

う思わない
そう思わない

 中学校１年生を対象に行ったアンケートに
おいて、小学校での小中連携した体験が，中
学校生活への不安を減らすことにつながった
かどうかを尋ねたところ、90％を超える生
徒が不安軽減につながったと回答しています。
 小学校での小中連携した体験や乗り入れ授
業といった小中一貫教育の取組の成果と言え
ます。
（出典：令和６年度 小中一貫教育アンケート結果）
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４ 学校規模適正化計画を踏まえた小中一貫教育
◎ 施設分離型による小中一貫教育の推進

【中学校】クラス替えが可能な学校    ２校＋特認校１校 ⇒ ３校
【小学校】複式学級発生までは存続する学校７校＋特認校１校 ⇒ ８校

現在の取組 ・中学校ブロックごとに統一目標を設定
・小中学校が一体となった継続的な教育活動を実施 → 成果あり

課題への
対応と成果

・問題行動の低年齢化や学級崩壊に対し、先手を打つ生徒指導を実施
・小学校でチーム担任制を試行          → 効果が見られる

施設分離型
ならではの効果

・小学校における学校単位での取組
  ＊児童会活動や６年生を中心とした全校を巻き込む企画の実施
  ＊地域探究学習の成果発信          →リーダーの育成
・中学校進学をきっかけとした児童生徒の意識の切り替え

今後の方針 ・小中一貫教育の基本形は施設分離型とする
・義務教育９年間を、前期４年（小1～小4）、中期3年（小5～中1）、
 後期2年（中2・中3）としていたが、小学校期6年、中学校期３年を
 基本とする
・特に小学校高学年から中学校への円滑な接続を重視し、取組をさら 
 に充実させる

将来的に児童生徒数がさらに減少する場合には、適正化計画を踏まえ、小中一貫教育を柔軟に見直す

小学校と中学校では学校規模適正
化の基本方針が異なるため施設一
体型小中一貫校の設置は困難

           

 
中
学
校
期

中３

教科担任制

 

  中２  

  中１  

 

小
学
校
期

小６  

  小５  

  小４  

  小３

  小２
学級担任制

 

  小１  

           

教
科
担
任
制

チ
ー
ム
担
任
制

学
級
担
任
制

円滑な
接続

どちらかといえば
そう思う

そう思う

どちらかといえば
そう思わない

そう思わない

そう思う

どちらかといえば
そう思う

どちらかといえば
そう思わない

そう思わない


